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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像空間内に静磁場を発生させるための主コイルと、外部から流入する変動磁場の影響
を撮像空間において抑制する外乱磁場補償コイルとで構成され、前記主コイルは少なくと
も２つのダイオード回路に分割されており、前記外乱磁場補償コイルは前記各ダイオード
回路との相互インダクタンスを低減する少なくとも一つのマイナスターンのコイルを有す
ることを特徴とする超電導マグネット装置。
【請求項２】
　前記主コイル全体と外乱磁場補償コイルとの磁気的カップリングを低減すると共に、前
記主コイル内のそれぞれのダイオード回路と外乱磁場補償コイルとの磁気的カップリング
を低減するように前記主コイルと外乱磁場補償コイルとの相互インダクタンスを最適化す
ることを特徴とする請求項１に記載の超電導マグネット装置。
【請求項３】
　前記主コイルはプラスターンあるいはマイナスターンからなる複数個のコイルの閉ルー
プ回路からなり、前記マイナスターンの外乱磁場補償コイルを、前記プラスターンの主コ
イル上に配置したことを特徴とする請求項１に記載の超電導マグネット装置。
【請求項４】
　前記主コイルはプラスターンあるいはマイナスターンからなる複数個のコイルの閉ルー
プ回路からなり、前記マイナスターンの外乱磁場補償コイルを前記マイナスターンの主コ
イル上に配置したことを特徴とする請求項１に記載の超電導マグネット装置。
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【請求項５】
　前記外乱磁場補償コイルは、全ての正極性ターンのコイルを直列に巻線あるいは接続し
、かつ全ての逆極性ターンのコイルを直接に巻線あるいは接続した上で、お互いを直列接
続したことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の超電導マグネット装置。
【請求項６】
　前記外乱磁場補償コイルは、逆極性ターンのコイル巻数を増やすかわりに、配置スペー
スの少ないコイルの巻数を減らしたことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の超
電導マグネット装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、超電導コイルによって静磁場を発生する静磁場源（以下、主コイルという
）内で生じる磁気共鳴現象を利用した医療用断層撮像装置（以下、ＭＲＩ装置という）に
おいて、ＭＲＩの撮像に悪影響を及ぼす外乱磁場を補償するためのコイル（以下、外乱磁
場補償コイルという）を有する超電導マグネット装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＭＲＩ装置に必要な静磁場を発生するものとして、一般的に永久磁石、常伝導マグネッ
ト、超電導マグネットなどがあげられるが、静磁場の大きさや時間的安定性などの観点か
ら超電導マグネットが主流となっているのが現状である。超電導マグネットを利用した静
磁場源においては、発生する磁場が強力であるため、外部に磁場を漏洩するのを防ぐ方法
として主として２種類の手法が採用されており、これによってマグネットの種類が大きく
２分される。一つは、マグネット本体を鉄体で覆う方法（パッシブシールド方式）で、も
う一つは鉄体の代わりに逆極性の超電導コイルを配置する方法（アクティブシールド方式
）である。このうち、アクティブシールド方式のマグネットの方が、本体の軽量性、コン
パクト性などから主流となっている。
【０００３】
　一方、ＭＲＩ装置の設置場所・環境は様々で、道路に隣接している場合もあれば、電車
や送電用の電力ケーブルなどが近接している場合もある。その場合、大きな鉄体の接近や
、交流磁場の影響などで、ＭＲＩの撮像中に外部から撮像空間内に無視できない大きさの
変動磁場（以下、外乱磁場という）が流入してくることになる。前記パッシブシールド方
式の超電導マグネットであれば、鉄体に自己シールド効果があるため問題にならない場合
が多いが、アクティブシールド方式の超電導マグネットの場合、そのままでは外乱磁場の
ほとんどが撮像空間に流入してしまい、ＭＲＩ撮像に大きな悪影響を及ぼす可能性がある
。
【０００４】
　そこで、前記外乱磁場の影響を抑制する（補償する）ために、主コイルとは別に、外乱
磁場補償専用の超電導コイル（外乱磁場補償コイル）を配置することが行われている。こ
れは、外乱磁場が流入した場合に外乱磁場補償コイル内に電流が誘起されて補償磁場を発
生するというものであり、上記外乱磁場補償コイルによる補償と主コイルによる補償（比
較的微少ではあるが）でキャンセルすることで、撮像空間内の磁場変動量は、流入してき
た外乱磁場量の数％以下に抑えることができる。
【０００５】
　前記主コイルは超電導コイルであり、通常は大きな電流が永久電流モードで流れている
が、何らかの理由により超電導状態が破壊（以下、クエンチという）されると、一気に大
きなエネルギーを放出することになる。そのエネルギーの大半は熱として放出されるが、
主コイルと外乱磁場補償コイルが磁気的にカップリングしている場合には、電磁誘導とい
う形で、外乱磁場補償コイルに対してエネルギーを放出することになる。
【０００６】
　このとき、外乱磁場補償コイルには、磁気的カップリングの程度にもよるが比較的大き
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な電流が誘起されることになり、そのときにはまだ主コイルによる磁場が十分減衰してい
ない場合が殆どであるため、外乱磁場補償コイル自体に非常に大きな電磁力がかかる。な
ぜならば、外乱磁場補償コイルはコストや設置スペース等の問題から主コイルに比べてタ
ーン数が少ないため、場合によっては主コイルの電流（例えば400～700A）以上の電流が
外乱磁場補償コイルに誘起されることがあるからである。それにも拘わらず外乱磁場補償
コイルはターン数が少なくボリュームが小さいために、十分な強度を与えることが難しい
。
【０００７】
　そのため、外乱磁場補償コイルになるべく大きな電流を誘起させないように、例えば数
10A以上は流れないようにするなどの対策が必要である。しかしながら外乱磁場補償コイ
ルは通常、超電導コイルで構成されているため、かなり性能の低い超電導線材を使用した
としても、数10Aは簡単に流れてしまう。なぜ超電導コイルで構成されているかというと
、外乱磁場には、鉄体が接近してそのまま静止するなどの状況もあり得るため、銅線など
で構成すると誘起された電流がすぐに減衰してしまい、長時間補償することができなくな
ることもあるからである。外乱磁場補償コイルはこのような減衰時定数にも配慮して構成
されている。
【０００８】
　従って、なるべく設計段階において、主コイルと外乱磁場補償コイルの磁気的カップリ
ングをできる限り小さくすることが肝要となる。なお、ＭＲＩ用超電導マグネットは高い
静磁場の均一性が要求されることから、主コイルは複数のコイルが直列接続されて構成さ
れることが多い。また、それに伴って、外乱磁場補償コイルもほぼ同数のコイルからなり
、これも直列接続されることが一般的である。なお、上記主コイルと外乱磁場補償コイル
はお互いに独立した閉回路をなしている。
　主コイルと外乱磁場補償コイルの磁気的カップリングを小さくするためには、お互いの
距離を遠ざけることも一つの手段ではあるが、スペースや構造部材の問題から基本的には
、電気的には互いに絶縁された状態で、それぞれの主コイル上に重なるように配置し、主
コイルと外乱磁場補償コイルの巻ターン数（巻ターン数比）を適切に選ぶことで、磁気的
カップリングを小さくすることが行われている（特許文献１を参照）。
【０００９】
　表１にその一例を示す。なお、本例では、主コイルおよび外乱磁場補償コイルはそれぞ
れ６対の数を有し、全ての外乱磁場補償コイルが主コイルの上に重なるように配置されて
いる。（詳細な位置寸法は記述していない）

　表１　　従来技術における主コイルと外乱磁場補償コイルのそれぞれの巻ターン数例
【００１０】
　このとき、撮像空間内の磁場変動量は、外乱磁場補償コイルＮｏ．１～Ｎｏ．６の相対
的なターン数比から論理計算すると、流入してきた外乱磁場量の約４．２％であり、一般
的な目標値である５％以下を満足している。
　またこのとき、主コイルと外乱磁場補償コイルの自己インダクタンスおよび相互インダ
クタンスはそれぞれ、以下の通りである。
　　主コイルの自己インダクタンス　　　　　　　　　３７．７９０Ｈ（ヘンリー）
　　外乱磁場補償コイルの自己インダクタンス　　　　　３．０９５Ｈ（ヘンリー）
　　両コイルの相互インダクタンス　　　　　　　　　　０．０１４Ｈ（ヘンリー）
【００１１】
　主コイルがクエンチした後の各コイル内に流れる電流変化のイメージを図７に示してい
る。上述したように、両コイルの相互インダクタンスが非常に小さいため、例えば定常時
に５００Ａの電流が流れていた主コイルがクエンチして０Ａになった場合、熱による消費
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ような誘起電流によって生じる電磁力に悩まされることは殆どない。
【００１２】
　次に、従来の超電導マグネットの主要構成を図８に従って説明する。図中、該超電導マ
グネット１００はＭＲＩの撮像空間内に静磁場を発生する主コイル２００と撮像空間内に
流入する外乱磁場の影響を抑制（補償）する外乱磁場補償コイル３１０とからなり、それ
ぞれ超電導コイルからなっている。主コイル２００、外乱磁場補償コイル３１０は、一つ
の閉ループ回路をなしており、互いに電気的に独立している。外乱磁場補償コイル３１０
は基本的に主コイル２００のそれぞれのコイル上に配置されている。なお、図における主
コイル２００および外乱磁場補償コイル３１０の各コイル内に記入された、「＋」、「－
」の符号は、各コイルの巻方向を示している。
【００１３】
　主コイル２００はダイオード２２１を用いて比較的エネルギーの小さなコイルグループ
２１０（コイル２０１a、２０１b、２０２a、２０２b、２０３a、２０３b、２０４a、２
０４b）と、比較的エネルギーの大きなコイルグループ２１１（コイル２０５a、２０５b
、２０６a、２０６b）からなる２つの回路に分割されており、それにより、小さな体積（
熱容量）のコイルで大きなエネルギーを消費する危険性を低減させ、クエンチ時の発生電
圧やエネルギー消費（コイルの発熱）に対する保護を行っている。
【００１４】
　しかし、どのコイルがクエンチしたとしても、２つのダイオード回路で少なからず電流
差を生じることは否定できない。この電流差は、クエンチを生じたコイル、クエンチバッ
ク手法などにより様々であるが、主コイルがクエンチした後の両コイルの電流イメージの
一例を図９に示している。本例では、表１におけるNo.１～No.４をエネルギーの小さいコ
イルグループ、No.５、No.６を大きいコイルグループとしているが、この場合、図から明
らかなようにエネルギーの大きいグループと小さいグループの電流差は最大３００Ａ程度
にもなる。それにより、外乱磁場補償コイルにも大きな電流が過渡的に誘起され、最大で
２００Ａ程度に達することがある。
【００１５】
　すなわち、いかに主コイルと外乱磁場補償コイルの磁気的カップリング（相互インダク
タンス）を小さくしたとしても、主コイルのそれぞれエネルギーの小さいコイルグループ
および大きいコイルグループと外乱磁場補償コイルの磁気的カップリング（相互インダク
タンス）が大きければ、クエンチの際には、一時的に外乱磁場補償コイル内に大きな電流
が誘起されることが分かる。本例で、主コイルの各々のコイルグループと外乱磁場補償コ
イルの相互インダクタンスは以下のとおりである。
　　 
主コイルの小さいコイルク゛ルーフ゜と外乱磁場補償コイルとの相互インタ゛クタンス　
　　２．２０６Ｈ（ヘンリー）
主コイルの大きいコイルク゛ルーフ゜と外乱磁場補償コイルとの相互インタ゛クタンス　
　－２．１９２Ｈ（ヘンリー）
（合計）主コイルと外乱磁場補償コイルとの相互インタ゛クタンス
　  ０．０１４Ｈ（ヘンリー）
【００１６】
　上記の結果から、主コイル各々と外乱磁場補償コイルの相互インダクタンスは、主コイ
ルと外乱磁場補償コイルの相互インダクタンスの約１６０倍もの大きさになっていること
が分かる。これによって、外乱磁場補償コイルに最大２００Ａ程度の電流が誘起されたこ
とになる。
　このとき、外乱磁場補償コイルには大きな電磁力が発生しており、この具体例を表２に
示す。
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表２　従来のクエンチ例における外乱磁場補償コイルにかかる最大電磁力
【００１７】
　表２から、特にNo.６コイルのＲ方向電磁力が大きいことが分かる。No.６コイルは、配
置の関係上、外周部にスペースの余裕がないことが多く、Ｒ方向電磁力の対策を講じにく
いため、最優先課題として、この電磁力を低減することが求められる。また、No.６の外
乱磁場補償コイルの巻ターン数は表１より５１５ターンであるが、やはりスペース上の問
題から、これを低減することも課題として挙げられる。しかしながら、通常の外乱磁場補
償コイルの設計においては、主コイルとの磁気的カップリングを小さくしようとすれば、
どうしてもNo.６コイルの巻ターン数は比較的大きい値になってしまい、低減することは
難しい。
【００１８】
　一方、上述の内容から、主コイルのそれぞれエネルギーの小さいコイルグループおよび
エネルギーの大きいコイルグループと外乱磁場補償コイルの磁気的カップリング（相互イ
ンダクタンス）を小さくすることが望まれるとはいえ、主コイル（全体）と外乱磁場補償
コイルの相互インダクタンスも同時に小さくすることが望ましい。なぜなら、外乱磁場補
償コイルにとっては、主コイルがクエンチした場合に誘起される電流だけでなく、主コイ
ルを励磁あるいは消磁する場合や、超電導マグネット内に設置されている永久電流スイッ
チ（ＰＣＳ）２２０（図８参照）の超電導部がクエンチする場合に誘起される電流も考慮
の対象にしておく必要があり、この場合は、主コイル（全体）と外乱磁場補償コイルの相
互インダクタンスによって誘起電流が決まるためである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１９】
【特許文献１】特許第３０４３４７８号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　以上説明したように、ＭＲＩ装置外部から流入する変動磁場を抑制するための外乱磁場
補償コイルを備えた超伝導マグネット装置において、例えば主コイルがクエンチした場合
に生じる誘導電流を最小にするために主コイル全体と外乱磁場補償コイルとの相互インダ
クタンスを最小にしたとしても、主コイルが複数の保護ダイオード回路を有している場合
にはクエンチ時に各ダイオード回路で電流差を生じるため、各ダイオード回路と外乱磁場
補償コイルとの相互インダクタンスによって大きな誘導電流が生じてしまうという問題点
があった。
　この発明の目的は、上記のような課題を解決し、主コイルがクエンチした場合に、外乱
磁場補償コイルをできるだけ安全に保護し、不具合を生じにくくすることにある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　この発明に係る超電導マグネット装置は、撮像空間内に静磁場を発生させるための主コ
イルと、外部から流入する変動磁場の影響を撮像空間において抑制する（補償する）外乱
磁場補償コイルとで構成され、前記主コイルは少なくとも２つのダイオード回路に分割さ
れており、前記外乱磁場補償コイルは前記主コイルの各ダイオード回路との相互インダク
タンスが最小となるように少なくとも一つのマイナスターンのコイルを有することを特徴
とするものである。
【発明の効果】
【００２２】
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　この発明によれば、主コイル全体と外乱磁場補償コイルとの磁気的カップリングを低減
できるだけでなく、主コイル内のそれぞれのダイオード回路と外乱磁場補償コイルとの磁
気的カップリングも低減することができるため、主コイルがクエンチして各ダイオード間
で電流差を生じた場合でも、外乱磁場補償コイルに誘起される電流が抑えられ、それに伴
って発生する電磁力も抑えられるため、外乱磁場補償コイルへの特に機械的な不具合が生
じにくくなる。
　また、外乱磁場補償コイルに誘起される電流が下がることで、外乱磁場補償コイル自身
がクエンチする可能性も低減できるため、それに伴う熱的、電気的な処置も軽減できる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】この発明の超電導マグネットを使用したＭＲＩ装置の構成を示す概念図である。
【図２】この発明の実施の形態１の超電導マグネットの構成を示す概念回路図である。
【図３】この発明の実施の形態２の超電導マグネットの構成を示す概念回路図である。
【図４】この発明の実施の形態３の超電導マグネットの構成を示す概念回路図である。
【図５】この発明の実施の形態４の超電導マグネットの構成を示す概念回路図である。
【図６】この発明の実施の形態１における主コイルがクエンチした後の各コイルグループ
の電流イメージ（２ダイオード回路の場合）である。
【図７】従来の技術における主コイルがクエンチした後の主コイルの電流イメージ（１回
路の場合）である。
【図８】従来の超電導マグネットの構成を示す概念回路図である。
【図９】従来の主コイルがクエンチした後の各コイルグループの電流イメージ（２ダイオ
ード回路の場合）の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
実施の形態１．
以下、図面を参照してこの発明の実施の形態を詳細に説明する。図１は、この発明の超電
導マグネットを使用したＭＲＩ装置の構成を示す概念図である。超電導マグネット１００
は真空断熱容器４００内の冷却容器５００内に収納される。一般に、超電導マグネット１
００の発生する静磁場内の撮像空間に挿入されている患者（被検者）１０の周囲には、傾
斜磁場コイル６００、ＲＦ送信コイル７００およびＲＦ受信コイル８００が配置されてお
り、これらは制御装置９００により制御されている。制御装置９００は、例えば、傾斜磁
場電源９０１、ＲＦ送信系９０２、ＲＦ受信系９０３、シーケンサ９０４、ＣＰＵ９０５
およびモニタ、キーボードなどのコンソール９０６などから構成される。
【００２５】
　図２は、上記のようなＭＲＩ装置に使用される超電導マグネット１００の構成を示す概
念回路図である。該超電導マグネット１００は、ＭＲＩの撮像空間内に静磁場を発生する
主コイル２００と撮像空間内に流入する外乱磁場の影響を抑制（補償）する外乱磁場補償
コイル３００とからなり、それぞれの回路は電気的に独立している。主コイル２００は超
電導コイルであり、一つの閉ループをなしている。主コイル２００は通常、冷却容器５０
０内で液体ヘリウムなどの冷媒に浸漬されており超電導状態になっており、それによって
ＭＲＩの撮像空間内に強力かつ安定な静磁場を発生している。主コイル２００の超電導ル
ープ内には、超電導スイッチ２２０（ＰＣＳ：Persistent Current Switch）が配置され
ており、図示していないが外部の静磁場電源で主コイル２００に磁場を発生させた後、静
磁場電源を切り離し、主コイル２００内に電流を閉じ込める役割を行う。
【００２６】
　主コイル２００は時に、微小割れによる内部発熱などによって超電導状態から常電導状
態へと転移する、いわゆるクエンチ状態となることがある。主コイル２００はクエンチに
よって生じる抵抗によって急激に電圧を発生させ、かつコイル内でのエネルギー消費によ
って発熱する。これによる主コイル２００内の不具合を防ぐためにダイオード２２１を用
いて保護を行っている。ダイオード２２１はどちらの方向でも作動するように両方向を一
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組として設置されている。なお、図２においては、各回路、各方向のダイオード２２１は
便宜上それぞれ１つずつ配置されているが、必ずしも１つではなく、ダイオードで制御す
る電圧によって直列に複数個配置してもよい。
【００２７】
　さらに主コイル２００は、ここでは、上記ダイオード２２１によって比較的エネルギー
の小さなコイルグループ２１０と比較的エネルギーの大きなコイルグループ２１１との２
回路に分割している。それにより、小さな体積（熱容量）のコイルで大きなエネルギーを
消費する危険性を低減させている。比較的エネルギーの小さなコイルグループ２１０は合
計８個のコイル２０１a、２０１b、２０２a、２０２b、２０３a、２０３b、２０４a、２
０４bからなり、比較的エネルギーの大きなコイルグループ２１１は合計４個のコイル２
０５a、２０５b、２０６a、２０６bからなる。それぞれのコイルのａおよびｂは、主コイ
ル２００の軸方向に対称に配置され、静磁場出力として対をなしている。
【００２８】
　一方、外乱磁場補償コイル３００も超電導コイルであり、一つの閉ループをなしている
。外乱磁場補償コイル３００も主コイル２００と同様、合計１２個の超電導コイル３０１
a、３０１b、３０２a、３０２b、３０３a、３０３b、３０４a、３０４b、３０５a、３０
５b、３０６a、３０６bからなり、基本的に主コイル２００のそれぞれのコイル上に配置
されている。ただし、構造上、主コイル２００上に配置しているだけで、電気的には絶縁
されている。ここで外乱磁場補償コイル３００を主コイル２００上に配置しているのは、
超電導マグネット１００の構造をできるだけ簡素化するためであり、必ずしも主コイル２
００上に配置する必要はない。また、図示していないが、外乱磁場補償コイル３００にも
、主コイル２００と同様に超電導スイッチおよび保護用のダイオードを配置する場合があ
る。
【００２９】
　これまで述べたように、外乱磁場補償コイル３００は、超電導マグネット外部からの外
乱磁場に応じて自動的に電流が誘起され、撮像空間における影響を補償してくれるもので
ある。一方、撮像空間の磁場均一性の観点から見ると、外乱磁場補償コイル３００に電流
が誘起されると、それによって発生する誤差磁場で撮像空間の磁場均一性が悪化してしま
うおそれがある。通常考えうる外乱磁場の量では、その誘起電流は非常に小さいものであ
るが、超電導マグネットを長期間使用している間に、誘起電流が集積され、いずれ無視で
きない悪影響を及ぼすようになる恐れがある。
【００３０】
　外乱磁場補償コイル３００は、通常、初期状態では電流は流れておらず、外部から変動
磁場が流入した場合にのみ変動磁場を補償するのに見合った電流が誘起される。この電流
は、一般的に変動磁場が流入した場合にでも１Ａ以下の微少な電流であるように設計され
ている。また、外乱磁場補償コイルによる撮像空間への磁場均一性への影響は、設計上考
慮されておらず、なおかつ、外乱磁場補償コイルに電流が流れると少なからず磁場均一性
を乱す要因となり得るため、初期状態の電流をゼロとしておいた方が良い。そのため、図
示していないが、外乱磁場補償コイルのループの何処かに、電流をゼロとするに十分な抵
抗を有するヒータを熱的にのみ接触するように設置しておいて、初期状態での電流をゼロ
としている。さらに、ＭＲＩ装置を継続運転していくにつれ外乱磁場補償コイル内に誘起
される電流が重畳して増加することがあるため、定期的にヒータに通電して電流をゼロに
する方法がとられることがある。
【００３１】
　本来、撮像空間の磁場均一性に影響を与えないように外乱磁場補償コイルを最適化設計
できれば特に問題はないものの、実際には高度の最適化設計は現状では極めて困難である
。
　ところで、従来の外乱磁場補償コイルはすべてプラスターンで構成されていたが、この
うち一部のコイルをマイナスターンとすれば、プラスターンとマイナスターンによって、
原理上、誤差磁場もキャンセル効果を生じるため、発生する誤差磁場をうまくキャンセル
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できる可能性がある。
　そこで、本実施の形態１の外乱磁場補償コイル３００は、マイナスターンの外乱磁場補
償コイルを配置することで、主コイルとの磁気的カップリングも低減し、かつ撮像空間対
して悪影響を与えない範囲の誤差磁場しか発生しないように、総合的に最適化しようとす
るものである。
【００３２】
　なお、図１における主コイル２００および外乱磁場補償コイル３００の各コイル内に記
入された、「＋」、「－」の符号は、各コイルの巻方向を示している。「＋」は順方向に
巻かれたコイル（プラスターンのコイル）で、電流が流れた場合、撮像空間内に正方向（
静磁場と同じ方向）の磁場を発生させる。一方、「－」は逆方向に巻かれたコイル（マイ
ナスターンのコイル）で、撮像空間内に負方向（静磁場と逆の方向）の磁場を発生させる
。
【００３３】
　図８の従来の外乱磁場補償コイル３１０に比べ、本実施の形態１の外乱磁場補償コイル
３００は、３０３a、３０３bをマイナスターンのコイルとし、それぞれプラスターンの主
コイル２０３a、２０３bの上に配置されている点が相違している。本実施の形態における
主コイル２００と外乱磁場補償コイル３００の巻方向および巻ターン数の例を表３に示す
。主コイル２００および外乱磁場補償コイル３００は前述の通り、それぞれ１２個（軸方
向に対称なものが６対）のコイルを有しているため、表３では、No.１～No.６の６対に対
して表記してある。
【００３４】
表３において、主コイルのそれぞれNo.１～No.６は、それぞれ２０１(aおよびb)、２０２
(aおよびb)、２０３(aおよびb)、 ２０４(aおよびb)、２０５(aおよびb)、２０６(aおよ
びb)に対応しており、外乱磁場補償コイルのそれぞれNo.１～No.６は、それぞれ３０１(a
およびb)、３０２(aおよびb)、３０３(aおよびb)、３０４(aおよびb)、３０５(aおよびb)
、３０６(aおよびb)に対応している。また、表内の「－」符号は、マイナスターンのコイ
ルである。　　　　　　　　　　　　　　　　

表３　　本発明の実施の形態１における主コイルと外乱磁場補償コイルのそれぞれの巻タ
ーン数例
 
【００３５】
　一方、従来の技術においては、表１および図８に示すように外乱磁場補償コイル３１０
はマイナスターンのコイルを有していない。なお、本発明と従来の技術の差異を明確に比
較するために、表１と表３の主コイルは全く同じものであり、外乱磁場補償コイルは合計
の巻ターン数を同じにしてある。
　このとき、外部から流入してきた磁場変動に対する撮像空間内の磁場変動量は、外乱磁
場補償コイルＮｏ．１～Ｎｏ．６の相対的なターン数比から論理計算すると、約４．４５
％であり、表１の従来の技術例と同様、一般的な目標値である５％以下を満足している。
また、主コイル２００と外乱磁場補償コイル３００の自己インダクタンスおよび相互イン
ダクタンスはそれぞれ以下の通りである。
【００３６】
　　主コイルの自己インダクタンス　　　　　　　　　３７．７９０Ｈ（ヘンリー）
　　外乱磁場補償コイルの自己インダクタンス　　　　　１．３７１Ｈ（ヘンリー）
　　両コイルの相互インダクタンス　　　　　　　　　－０．０１５Ｈ（ヘンリー）
　　 
　上記の通り、従来の技術例と同様、両コイルの相互インダクタンスは非常に小さく、主
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コイル２００がクエンチして、定常時の５００Ａが０Ａになった場合、外乱磁場補償コイ
ル３００には約５．５Ａの電流しか誘起されない計算となる。ただし、これは主コイル２
００の電流が一様に減少した場合、かつ熱などによるエネルギー消費を考慮しない場合で
ある。
【００３７】
　次に上記実施の形態１の超伝導マグネット装置の動作について説明する。
前述の通り、本発明における主コイル２００は、クエンチ時のコイル保護のために、比較
的エネルギーの小さなコイルグループ２１０と比較的エネルギーの大きなコイルグループ
２１１の２つのダイオード回路を有している。何らかの原因により主コイル２００のいず
れかのコイルがクエンチした場合、クエンチしたコイルでは抵抗が発生し、発熱により主
コイル２００内部のエネルギーを消費しながら、主コイル２００の電流は減衰していく。
と同時に、他のコイルとの相互インダクタンスによってエネルギーを分散させ、各所で様
々な電圧を発生させる。その電圧によって、ダイオード２２１が動作（ターンオン）した
場合、それぞれのコイルグループ２１０および２１１内の電流に差異を生じながら、電流
は更に減衰していく。
【００３８】
　一方、そのとき外乱磁場補償コイル３００は閉ループをなしているため、たとえ主コイ
ル２００との磁気的カップリングが非常に小さかったとしても、コイルグループ２１０ま
たは２１１とある程度の磁気的カップリングを有している場合には、コイルグループ２１
０および２１１内の電流差異に伴って外乱磁場補償コイル３００へ電流が誘起される。こ
の場合における主コイルがクエンチした後の各コイルの電流推移を図６に示す。図６は、
従来技術の図９と同様、様々なクエンチケースのうち、最も外乱磁場補償コイルにとって
大きな電磁力が発生するケース例を示している。
【００３９】
　このときの外乱磁場補償コイル３００に生じる電磁力を表４に示す。表４は、表２に示
した従来例と対応するものである。表２と表４との比較により、従来例（表２）で特に大
きかったNo.６コイルのＲ方向電磁力が、本発明（表４）においては約７０％に低減し、
電磁力として約２４．３トンの低減となっていることが分かる。なお、図９と図６を比較
した場合、本発明の図６の方が外乱磁場補償コイル３００に生じる誘起電流は若干大きい
ものの、他方でNo.６コイルのターン数が小さいため、結果的に電磁力が低減されるもの
である。

表４　本発明の実施の形態１における図５のクエンチ例での外乱磁場補償コイルにかかる
最大電磁力
 
【００４０】
　これによって、Ｒ方向電磁力に対する構造的、機械的対策が楽になる一方、該電磁力に
伴う不具合も生じにくくなる。なお、他のコイルにおいて本発明の方が大きな電磁力とな
っているところがあるが、No.６コイルのＲ方向電磁力に比べてかなり小さいため対処し
やすく、特に問題とはならない。
　また、No.６コイルは配置の関係上、コイル上部にスペースの余裕があまりないことが
多いため、本発明の例のようにターン数が約６３％と大幅に減らせることは、設置スペー
スの観点からも好ましい。
【００４１】
　以上のことから、本実施の形態１のように、図１における３０３a、３０３bのようなマ
イナスターンの外乱磁場補償コイルを、２０３a、２０３bのようなプラスターンの主コイ
ル上に配置することにより、各コイルグループ２１０、２１１と外乱磁場補償コイルとの
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磁気的カップリングを最適（最小）にできるだけでなく、従来の技術におけるマイナスタ
ーンの主コイル２０６a、２０６b上に配置する外乱磁場補償コイル３０６a、３０６bのタ
ーン数を減らした設計が容易となるため、設置スペースを減らすことができる。
【００４２】
実施の形態２．
　次に、この発明の実施の形態２を図３に基づいて説明する。
　この発明の実施の形態２によれば、実施の形態１のようにマイナスターンの外乱磁場補
償コイル（３０３a、３０３b）を、プラスターンの主コイル（２０３a、２０３b）上に配
置するだけでなく、マイナスターンの外乱磁場補償コイル（３０４a、３０４b）をマイナ
スターンの主コイル（２０４a、２０４b）上に配置するようにしたものである。
【００４３】
　これは、３０３a、３０３bの外乱磁場補償コイルのみで主コイルとの磁気的カップリン
グを最適化しようとすると、コイルの幅に対して要求するターン数が多すぎたり、少なす
ぎたりして巻線性を著しく低下させる可能性がある。例えば、巻線性を優先して３０３a
、３０３bによって磁気的カップリングを小さくしすぎた場合などは、３０４a、３０４b
を更にマイナスターンとしてこれをマイナスターンの主コイル（２０４a、２０４b）上に
配置することによって、主コイルとの磁気的カップリングを大きくするなどの調整により
最適化することができる。
【００４４】
実施の形態３．
　次に、この発明の実施の形態３を図４に基づいて説明する。
　前記の通り、本発明における外乱磁場補償コイル３００は一つの閉ループを形成してい
るため、各コイル（３０１a、３０１b、・・・・、３０６a、３０６b）を直列に接続する
必要がある。ただし、接続作業はそれ自体、ある程度の時間を要するため、できる限り接
続箇所を減らすことがコスト上からも重要となる。そのため、複数のコイルを、できるだ
け線を切断することなく連続して巻くことが望ましい。しかしながら、本発明のようにマ
イナスターンの外乱磁場補償コイルが混在すると、やむなく切断して、コイル巻線後に接
続する必要が生じる。
【００４５】
　外乱磁場補償コイル３００は各コイルの接続順は問わないため、図４のように、プラス
ターンのコイルとマイナスターンのコイルをそれぞれ纏めて連続に巻線して接続すれば、
最小限の接続箇所数で済む。また、実施の形態２の場合でも同様の接続要領にすれば、同
じく最小限の接続箇所数で済む。なお、この場合、外乱磁場補償コイルの機能・動作は実
施の形態１（図１）に示したものと全く同じである。
【００４６】
実施の形態４．
　次に、この発明の実施の形態４を図５に基づいて説明する。
前述の通り、主コイル全体と外乱磁場補償コイルとの磁気的カップリングが最小になるよ
うに設計したとしても、主コイルがクエンチした場合には、各ダイオード回路の電流差に
よって外乱磁場補償コイルに大きな電流が誘起されるため、主コイルの各ダイオード回路
と外乱磁場補償コイルとの磁気的カップリングも小さくする必要があり、そのためにマイ
ナスターンの外乱磁場補償コイルが有用であることを述べた。
【００４７】
　ただ、主コイルを励磁あるいは消磁する場合には、各ダイオード回路の電流差は生じな
いため、外乱磁場補償コイルに誘起される電流は、主コイル全体と外乱磁場補償コイルと
の磁気的カップリングによって決まる。その磁気的カップリングが大きい場合、主コイル
の励磁あるいは消磁中に外乱磁場補償コイルへの誘起電流が集積され、いずれは外乱磁場
補償コイルがクエンチすることになる。クエンチによって一旦電流は減衰するものの、減
衰して超電導状態に復帰した後は再度誘起電流が集積されるため、場合によっては１回の
励磁あるいは消磁中に何度も外乱磁場補償コイルがクエンチする可能性もある。一般的に
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コイルが頻繁にクエンチするのは熱応力が頻繁に生じることでもあり、コイルにとってあ
まり好ましいとは言えない。
【００４８】
　また、そのような状況は、主コイルの励磁エネルギーの一部が外乱磁場補償コイルに吸
収され、それがクエンチによって熱エネルギーとして消費されることでもあり、エネルギ
ー効率にとっても良くない。そのため、主コイルの励磁あるいは消磁中には、外乱磁場補
償コイルの一部に設置したヒータによってあらかじめ常電導状態を生じさせておき、誘起
電流が過大にならないようにすることもある。
　しかしながら、ヒータを通電し続けることは、低温容器に対して熱量を加えることにな
り、冷媒を過剰に消費させることにつながるため、できる限り避けるべきである。
【００４９】
　以上のことから、本発明のように主コイル全体と外乱磁場補償コイルとの磁気的カップ
リングも最小にすることが望まれるわけであるが、この場合、従来の技術（図８）のよう
に、外乱磁場補償コイルは全てプラスターンであっても、主コイルにマイナスターンのコ
イルがあるため最小にすること自体は可能である。ただし、そのためには、図８の２０６
a、２０６bのような比較的大きなエネルギーのマイナスターンのコイル上に、比較的多い
ターンの外乱磁場補償コイル（３１６a、３１６b）を配置する必要がある。
【００５０】
　一方で、２０６a、２０６bのようなマグネット外部への漏れ磁場を低減するために配置
されたマイナスターンのコイル上にはあまりスペースの余裕がないことが多い。そのため
、上記外乱磁場補償コイルの必要ターン数をなるべく下げる必要もある。
　そこで、本実施の形態４においては、図５に示す３０３a、３０３bのマイナスターンの
コイルのターン数を他の実施例よりも増やすことにより、それによって主コイル全体との
磁気的カップリングが低減できるため、その分、３０６a、３０６bのターン数を減らすよ
うにしたものである。
【符号の説明】
【００５１】
１０　　患者（被験者）、　　１００　　超電導マグネット、　２００　　主コイル、
２１０、２１１　　コイルグループ、　　　２２１　　ダイオード、　　
３００　　外乱磁場補償コイル、　　４００　　真空断熱容器、　　５００　　冷却容器
、
６００　　傾斜磁場コイル、　　７００　　ＲＦ送信コイル、　　８００　　ＲＦ受信コ
イル、　　
９００　　制御装置。
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